
                   

               高 福 第 50 9 5 号 

令和２年３月 25 日 

 

有料老人ホーム管理者 様 

サービス付き高齢者向け住宅登録事業者 様 

 

 

                   神奈川県福祉子どもみらい局福祉部 

介護サービス担当課長 

(公 印 省 略) 

 

 

「民法の一部を改正する法律」（平成 29 年法律第 44 号）の施行に

伴う有料老人ホームに係る留意事項について（通知） 

 

 

本県の高齢者福祉施策の推進につきましては、日ごろから格別の御協力を賜

り厚くお礼申し上げます。 

さて、「民法の一部を改正する法律」（平成 29 年法律第 44 号）が平成 29

年５月に成立し、一部の規定を除いて令和２年４月１日から施行されます。 

改正法では、民法の契約等に関する規定（債権法）について、社会・経済の

変化への対応を図るための見直しを行うとともに、現在の裁判や取引の実務で

通用している基本的なルールを適切に明文化することとしています。 

包括根保証の禁止の対象拡大については、民法の改正により、一定の範囲に

属する不特定の債務を主たる債務とする保証契約であって、保証人が法人でな

いもの（個人根保証契約）は、極度額を定めなければその効力を生じないもの

とされます。 

これは、保証人が予想を超える過大な責任を負うことがないようにするため

の改正であり、令和２年４月１日以降に締結される個人根保証契約に適用され

ます。 

なお、極度額は確定額を記載する必要がありますが、その水準について法律

上の規定はなく、原則として当事者間で決定することができます。 

つきましては、個人根保証契約に該当する場合は、極度額を定める等して保

証契約書のひな形の改訂等の対応を取るようお願いいたします。 

なお、サービス付き高齢者向け住宅以外の有料老人ホームにおいて、本改正



                   

に伴い入居契約書自体に変更を行った場合は、老人福祉法第 29 条第２項の規

定による変更の届出が必要になりますので、遺漏のないようお願いいたします。 

 

【参考】 

民法改正に係るパンフレット（法務省） 

  ・全般 

   http://www.moj.go.jp/content/001254263.pdf 

・保証 

   http://www.moj.go.jp/content/001254262.pdf 

 

問合せ先 

高齢福祉課保健・居住施設グループ 岡﨑・長﨑・戸塚 

電話 045-210-1111（代表）内線 4857～4859 

 

http://www.moj.go.jp/content/001254262.pdf

